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はじめに一課題と構成
本稿はEUの共通農業政策 (CommonAgricultural Policy，以下CAP
と略記)において価格支持に代わって所得支持の主流となってきた直接
所得支払いを考察対象として取り上げ，この制度を最近クローズ・アッ
プされ政策選択肢として徐々に浸透度を増しつつあるボンド・スキーム
との関連において論じることを課題とする。ボンド・スキームについて
は行論のなかで明らかにするが，ここで簡単に要約しておくと，政策価
格の引き下げによる所得減少を補償するために導入された直接所得支払
いの受給権を農民に設定して，それを証券という形態で一定期間のみ交
付することであり，この交付により農民が生産からだけでなく，土地か
らも切り離される完全デカップリングとなる内容である。そこで以下，
本稿の課題と視角について敷街的に説明し 本稿の問題意識を明らかに
すると同時に，本稿の構成をあらかじめ述べ，本稿の全体像を提示する
こととしたい。
なお，本稿は議論の中心を穀物価格政策の帰趨に置いていく。 2000年
代に入ってCAPの改変では穀物価格政策のそれに代わって酪農改革が
焦点問題化するといったシフトが顕著となっている1)が， 1990年代まで
は確実に穀物価格政策の改変が問われてきた。 CAP保護の横綱格とし
て君臨し，改変の要となってきたのが穀物価格政策であった。むろん， 
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穀物価格政策の行方は2000年代に入っても脇に追いやられる問題では決
してないが，アメリカがCAPの最終的解体を国際的な貿易交渉の場で
執搬に追求してきたのは， EU穀物の補助金っきの輸出に直接関わって
いた。以上の意味において，議論の導きの糸として穀物価格政策のこれ
までのあり方を問うていくのは的はずれではなく，時宜を得たものなの
である。関連するかぎりで他の部門にも言及するが，議論の中身がこの
ように穀物価格政策の改変を軸にすることをまずお断りしておく。 
1990年代においてCAPは歴史的な改変を遂げるが，そのなかで分水
嶺となるのが1992年 5月のマクシャリー農政改革である。穀物，油糧種
子，蛋白質作物の耕種作物，牛肉・仔牛肉部門を対象に間接所得補償か
ら直接所得補償への劇的転換がなされ，従来の高価格支持システムが抜
本的に是正されることになった。本稿の考察対象をなす直接所得支払い
へと制度の塗り替えに着手されたのである。これは穀物価格政策に議論
を移せば，高価格支持にもとづく生産刺激が大きく作用すると同時に
高価格の穀物に関する飼料需要が大きな壁にぶち当たったからである。
構造的な過剰問題の露呈がその帰結であったが EUの場合にはこの問
題が対内的には買い入れ介入コスト，貯蔵管理費の膨張，対外的には補
助金っき輸出の絶えざる拡大の結果としての輸出補助金の累積として財
政負担の急増となり顕在化した。この補助金っき輸出は世界市場依存度
を1970年代に飛躍的に拡大させたアメリカ穀物農業に打撃を与え，深刻
な農産物貿易摩擦を引き起こした。ウルグアイ・ラウンドの農産物貿易
交渉において「貿易の自由化Jを錦の御旗に掲げてケアンズ・グループ
を自陣営に組み込んでアメリカがCAPの解体を迫るのは以上のような
事情からであった。 1980年代の対症療法的な改変が形態を変えておこな
われるなかで改変の無力さが明らかとなった2)。所得補償的価格政策は 
1) Garzon (2006)，p. 100. 
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漸次極限形態に近づき 現行価格政策の歴史的限界が露呈されつつあっ
た。そこにケアンズ・グループを巻き込んだ巨大な外圧がCAPに押し
寄せることになった。マクシャリー農政改革はこのような外圧を利用し
てCAPの内部改革をおこなうものであった。その結果がドラスティッ
クな支持価格の引き下げであった。直接所得支払いはそうしたドラス
ティックな支持価格引き下げによる所得激変を緩和するシステムとして
登場したのである。 
CAPの価格政策はこうして歴史的な変貌を遂げることになった。直
接所得支払いは「永続的な補償援助J(permanent compensatory aid) 
として実施の運ぴとなった3)。この改変により補償援助は現実の生産水
準に結びつかないものとされ価格支持と生産のカップリングは除去さ
れてデカップリングへの方向が切り聞かれることになった。しかも，穀
物価格政策についていえば，直接所得支払いはセット・アサイド措置の
参加と連動したために条件良好地域(適作圏)からの一時的な生産離脱
を伴っていた。適地適作原則を棚上げする意味でも直接所得支払いは当
時のデカップリングにふさわしい内容を有していた。
他方，この当時マクシャリー農政改革は確かにカップリングをデカッ
プリングに変える点で画期的な性質を帯びていたが それに伴う直接所
得支払いを永続的なものにするかどうかについてはすでに議論の的に
なっており，実際に耕種部門に関する対案としてデンマークから直接支
払いを期限っきとする，価格支持と生産のカップリングをヨリ根源的に
絶つ先に指摘した直接所得支払いの証券化であるボンド・スキームが提
案されていた。それよりもこの提案の前にタンガーマン (StefanTan-
germann)4)からボンド・スキームの構想が先駆的に打ち出されていた。 
2)古内 (2006)，第 2章，第 3章を参照のこと。 
1.3) Commission of the European Communities (1993). p. 1
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マクシャリー農政改革が用意周到に練られたためにこの先駆的な考えや
提案は実を結ぶことはなかったが，これらはまさしく鋭い問題提起で
あった。マクシャリー農政改革が実現した耕種面積支払い (anarable 
area payment) と頭数支払い (headagepayment)は国内支持政策の
是正対象から執行猶予的に免除される「ブルー・ボックス」入りの要件
を充足するとされたため，デカップリング論議がこれ以上深まる余地は
少なかった。
これからの説明のなかで指摘するように， EUのデカップリングは当
時としては一応先進的な内容を有していた。これが部分的デカップリン
グ (partialdecoupling) と規定される5)のは1995年に成立したWTOで
の農業交渉が進捗していくなかでデカップリングの定義がより厳密に
なっていってからである。つまり， 1990年代後半頃からデカップリング
の定義が流動的となり， Iグリーン・ボックスj入りの問題と絡み合っ
て厳格化の途が歩まれるにつれて，かつてのデカップリングが絶えず陳
腐化の波に晒されることになったのである。
こうした状況変化のなかで当初は珍奇でしかなかった感のあるボン
ド・スキームが具体性を帯びる根拠が与えられるに至り，とくにマク
シャリー農政改革Eともフイシュラー農政改革 Iとも呼ばれるアジェン
ダ2000農政改革が合意される1990年代末の時期に腫を接してボンド・ス
キームが政策選択肢の検討対象として認知されるようになる。この背景
には直接所得支払いをめぐる世論の受け止め方が厳しくなってきた事情
がある。 1990年代中葉における穀物市場価格の上昇のなかで過剰補償問
題が現れてきたことが事態に輪をかけて「農民ということだけでなぜ農
業だけが直接所得援助を受け取るのか」といった反発が強くなってきた。 
4)タンガーマンは元ゲッテインゲン大学教授で現在， OECD食糧農業水産局長 
(2002年2月1日就任)を経て2006年より同貿易農業局長を務めている。 
5) European Commission (2005)，p. 28，Anton and Sckokai (2006)，p. 15. 
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2000年代に入って以降，食品の安全，農業の環境保全と並んで直接所得
支払いはEU市民の三大関心事のひとつといわれるほどに熱い視線を浴
びる問題となっていたのである6)。
とすれば，直接所得支払い制度へと価格政策が劇的にシフトするマク
シャリー農政改革を議論の出発点にしながら，改めて価格政策の歴史的
限界とその下で生じたデカップリングに吟味のメスを入れ，そのうえで
初期のボンド・スキーム構想、とデンマークの提案に立ち返った考察をお
こなうことはこれからのCAPの行方にとって必要不可欠で、あろう。ま
た， 1990年代における上述の問題状況の大きな変化を踏まえたうえで現
在新たに構想されているボンド・スキームとかつてのものとの異同を探
り，それがいかなる内容と特徴を帯びているかを明らかにすることは今
述べた点以上に枢要なものだといわなければならないであろう。これが
本稿の基本的な問題意識である。ボンド・スキームは現在かつてほどの
違和感をもたれないようになっている。本稿の分析のねらいはまさにこ
うした変容の一端を浮かび上がらせることにある。
そこで以下では以上の基本的な問題意識を踏まえて本稿がどのような
手順で議論を進めていくのかを述べ，本稿の構成を説明することにする。 
1ではまずマクシャリー農政改革下における直接所得支払い制度への
転換を確認する。穀物価格政策の改変の歴史を要約的に紹介して所得補
償的価格政策が形態変化しながら結局は屈曲して直接所得支払い制度に
シフトする経緯を辿る。すでに述べたように，このような変容を生み出
しているのは1970年代中葉以降に深刻化する構造的な過剰問題であるが，
過剰問題と具体的な運用の狭間で所得補償的価格政策は需給調整機能の
内生化という難問に直面する。所得補償と需給調整の折衷の矛盾が価格
政策の歴史的限界として現れる。このような価格政策の歴史的限界は間 
6 )古内 (2006)，277頁。 
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接所得補償から直接所得補償への移行を必然にし，デカップリングが現
実のものとなる。そこで価格政策の歴史的限界に続いてデカップリング
のこの当時の内容に関して言及し，それがどのような特徴と難点を有し
ていくかを明らかにする。すなわち，部分的デカップリングといわれる
中身が吟味されるわけである。これが lの前半において総括される内実
である。 
1の後半ではマクシャリー農政改革前夜において登場してきたタン
ガーマンのボンド・スキーム構想と，マクシャリー農政改革への対案と
して提示されたデンマークのボンド・スキーム提案を検討する。その場
合の基本的論点は，①これらの構想・提案はどのような背景の下で出さ
れてきたのか，②それらは具体的にいかなる内容と特徴を備えているの
か，③マクシャリー農政改革とどのような位置関係にあるのか，④それ
らがどのような反響を生み出したのか，の 4点である。 1は全体として
「早すぎたボンド・スキームの登場jを説明することに主眼を置いてい
るが，このような形容がなされる具体的な根拠を提示する。ボンド・ス
キームが苧む斬新性ないし革新性を浮き彫りにし，その先端的な内容を
考察する。 
2では2003年 6月に合意されたフィシュラー農政改革一アジェンダ 
2000農政改革に続いてフイシュラー農政改革 Eとも称されるーとボン
ド・スキーム問題の展開を関連づける。前半ではフィシュラー農政改革
において画期的な施策として実現した単一支払いスキーム (SinglePay-
ment Scheme，以下SPSと略記-単一農場支払い [SingleFarm Pay-
ment，以下SFPと略記]とも表現される-)を取り上げる。欧州委員
会はこのスキームが実施されれば「完全なデカップリングJ(ful decou-
pling)であると規定している 7)。そうした自信を表明するほどにSPSは 
7) European Commission (2005). p. 28. 
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農業生産からデカップルされる。これは品目特定性のない (non-prod-
uct -specific)ないしは品目横断的な包括的なデカップリングであった。
そこでフイシュラー農政改革がアジェンダ2000農政改革の実施中に新た
に付け加わる背景を簡単に論じる。つまりはアジェンダ2000農政改革と
の位置関係においてフイシュラー農政改革を明らかにする。その意味で 
CAPの歴史的改変が連続的に打ち出されざるをえない問題状況を説明
する。 SPSはCAP改革の画期的な新機軸として案出されてきた。そこで 
SPSの具体的な内容と特徴に立ち入った検討を加える。端的にいうなら
ば，ボンド・スキームとの距離は著しく狭まってきたのである。そのこ
とを後の議論との関係で筋道が立つような脈絡において前提的な考察を
おこなう。
ボンド・スキーム構想、を提示する側からすれば SPSはいまだ完全な
デカップリングとは位置づけられていない。それでは現時点でのボン
ド・スキームとはいかなる内容と特徴を有するものとして提示されてい
るのか。この点で参照さるべき文献はSwinbankand Tranter (eds.) 
(2004)である。この編著は1999年にEUの第 5次フレームワークプロ
ジェクトとして欧州委員会研究総局に提出されて承認された欧州委員会
財政支援の委託研究であって ボンド・スキーム問題に多角的な検討を
おこなった最新の成果であり 現在までのところボンド・スキームの研
究では最高の到達点を示す文献であり，画期的研究である。本稿はその
編著を多面的に利用するがそのなかでも白眉をなすSwinbankand 
Tangermannによる第 4章に重点的に言及する。両者の議論から成り立
つボンド・スキーム論はまさに新たな装いの下に登場してきた構想にふ
さわしい中身を備えている。そこで両者の議論を参照して新たなボン
ド・スキームの内容と特徴を提示していきたい。ここではかつてのボン
ド・スキームとの異同を重視して新たなそれがどのような進化をみせる
に至っているかを浮き彫りにし， SPSとの関係をどう把握しているかを 
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説いていく。ボンド・スキームがかつての時期と比べて物珍しさを抜本
的に解消している中身が理解されょっ。本稿はそうした中身を紹介しな
がらCAP改革派といわれるEU諸国を中心にかつてよりはるかにボン
ド・スキームが政策選択肢としての浸透度を深めている実態を明らかに
していく。 CAPの改変テンポは確実にボンド・スキームの斬新性に
迫っている。 
3ではボンド・スキーム問題をめぐる改変要因を改めて検討し，その
分析を踏まえたうえでボンド・スキームの総合評価をおこなう。前半で
は改変要因に関してそれにまつわる問題状況との関連で説明し，ボン
ド・スキームに関するプラスの効果がどのようなものであるかを論じる。
アジェンダ2000農政改革以後農村開発政策がCAPの第2の柱 (second 
pilar) として脚光を浴びているが，たとえばこのような農村開発政策
といかなる関係に立つと考えられているかなどの点からボンド・スキー
ムの政策的なメリットを追求していく。いうまでもなく，ボンド・ス
キームは必ずしもプラスの効果だけを有しているわけではない。その光
の部分と同時に影の部分をも考量するのでなければ議論としては不十分
である。そこでそれに関連する政策的なデメリットに着目して内在的な
難点を提示する。ここでは先に言及したSwinbankand Tranter (eds.) 
(2004)の第 8章がボンド・スキームの実施などに関連するアンケート
調査をおこなった結果を様々な角度から示しているのでその結果を積極
的に活用しながら この編著ではなお十分に考察されているとは言い難
い問題点を明らかにする。
以上のような議論の延長線上に 3の最後においては現段階におけるボ
ンド・スキームの総合的な評価をおこない 転変著しいCAP改変のな
かでそれを位置づけていこうと思う。この場合に着目するのは2008/09
年度にCAPの制度内容について「健康診断J(Health Check) と表現さ
れる見直しが予定されていることである。この見直し条項 (a review 
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clause)のなかではSPSを含めてCAPの施策の全面的な見直しがなされ
ることになる。そこで現在想定されている見直しの基本的な骨子を取り
上げながら，ボンド・スキームとの政策的距離を測っていきたい。その
うえでボンド・スキームの現時点での到達点を明らかにし，その政策的
意義を論じていくことにする。
ボンド・スキームはその早すぎた登場から20年弱の履歴効果を発揮し
ながら，その浸透度を深めており，各国の農相がそれに踏み込むかどう
かに予断を許さない事情があるとはいえ，客観的に判断すればごく最近
におけるフイシュラー農政改革，その途上で実施予定されている「健康
診断Jの重点的な施策見直しの動きと相侯ってCAPの近い将来におけ
る最有力な政策選択肢のひとつとしての地位を確実に固めているという
のがここでの最終結論である。 
1 早すぎたボンド・スキームの登場 
マクシャリー農政改革と直接所得支払いへの転換 
1.1.1 価格政策の歴史的限界 
1960年代末にCAPの価格政策が難航交渉の末発足した時，価格政策
は所得補償機能に大きく傾斜したシステムであった。穀物など温帯性作
物や畜産・酪農品ともいずれも自給率は100%に達せず，供給基盤の拡
充に政策の力点が置かれでも何らの問題もなかった。 CAPが有する鉄
壁の保護システムの下で間接的な所得補償の価格政策が制度の骨髄を形
成するようになり，穀物価格政策はそのなかで牛肉のそれと並んで保護
の位階性の頂点に位置づけられた。それが普通小麦，大麦への生産シフ
トを引き起こしながら顕著な生産刺激を与え 自給率の急激な上昇が生
じて過剰問題が1970年代中葉以降顕在化した。この点は穀物に限らず他
の耕種作物や畜産・乳製品でも同様であった。所得補償的価格政策が抜
群の生産刺激効果を果たし，当時並行的に生まれていた生産性の向上と 
1 1. 
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相侯って供給力の増大につながった。
この高価格支持システムは需要拡大にブレーキをかけるものであった
ために需給不均衡は構造的な問題となった。穀物過剰問題の場合にはゼ
ロ関税ないし低率の関税に拘束された穀物代替飼料の域内流入の増大が
需給不均衡を増幅する一大要因となった。いずれにせよ，価格政策の需
給調整機能の発揮が鋭く問われる局面が訪れた。政策価格の引き上げ幅
を抑制する「慎重な価格政策Jが価格政策の変質の発端であった。 CAP
はこの当時ヨーロッパ経済統合の象徴と位置づけられたので各国利害が
複雑に錯綜する事態のなかでは政策価格の抜本的な引き下げにもとづく
需給調整機能への傾斜は至難の業であった。これにより所得補償機能と
需給調整機能の際どい折り合いをつけるべく「慎重な価格政策Jからさ
らに変質して政策価格の引き下げを図る「制限的な価格政策」による対
症療法的な価格政策の改変が不可避となった。
まさに1980年代はこうした「のろのろとした漸進主義J(snails-pace in-
cremen talism)が支配的な時代となった8)。そのために構造的過剰問題
の解決は絶えず先送りされ その矛盾は「無制限買い入れ」の原則に立っ
ていたために買い入れ介入コスト増，貯蔵管理費増，輸出補助金増に起
因する財政支出の膨張として深刻化した。はじめににおいて触れたよう
に，対外的な過剰バッファとしての補助金っき輸出による「攻撃的なJ
輸出市場のシェア拡大はアメリカの輸出利害と真っ向から衝突すること
になり，農産物貿易摩擦の深刻な火種と化した。 EU穀物の補助金っき
輸出拡大はアメリカだけでなく，オーストラリア，ブラジル，アルゼン
チン，カナダなどの伝統的な輸出国にとっても由々しき問題であった。 
1986年のプンタ・デル・エスタ宣言に始まるガットのウルグアイ・ラウ
ンド農業交渉はこのような厳しい問題が正面から取り上げられるせめぎ 
8 )古内 (2006)，158頁。 
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合いの場とならざるをえなかった。ウルグアイ・ラウンド農業交渉にお
いてアメリカは「貿易の自由化JをスローガンとしてCAPの解体を目
指すことになった。アメリカに先に指摘した伝統的な輸出国から成るケ
アンズ・グループが呼応するのも当然の成り行きであった。 CAPの鉄
壁の保護システムに対して輸出の面から巨大な外圧がかけられるに至っ
た。加えて，ウルグアイ・ラウンド農業交渉においては問題の根源性ゆ
えに各国の農業政策自体が厳しい備にかけられることになり，価格支持
政策のあり方が国際的に是正の対象となる新たな地平が切り聞かれるこ
とになった。これまで囲内農業政策のあり方にまで踏み込む発想はな
かった。その意味でも農産物貿易面からのCAPへの外圧はかつてな
かったほど強いものとなった。これが現行価格政策を限界づける要因に
なっていったことはすでに述べたとおりであり，後でも関連言及すると
おりである。
ここで再度対内的な側面に立ち戻ることにする。 1970年代後半におけ
る穀物価格政策のサイロシステムによる飼料価格政策の転換は政策価格
引き上げ幅の小幅抑制という微温的な対策と穀物代替飼料の域内流入か
ら機能不全が露呈されていった。そこで政策価格の自動引き下げを図る
べく間接的な供給制限策(生産保証限度数量制)が打ち出されるが，良
好な天候条件による供給増から制度的破綻が告知され，生産者共同責任
賦課金制という間接統制の亜種形態が過剰対策として採用される。生産
者価格の実質的な削減による事後的な需給調整システムにほかならない。
自動的な価格引き下げは後退し，再度農相理事会の瀬戸際折衝 (brink-
manship)に身を委ねるシステムに先祖返りした。このように，所得補
償機能を温存しながらも需給調整機能が働くように過剰対策が混迷を深
め，右往左往するのである。対症療法的な改変の無理さ加減が如実に現
れてくる。この矛盾は補助金っき輸出の対外バッファにより背後から支
えられ，過剰の深刻化にもかかわらず市場価格が相対的に高位に維持さ 
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れている点に集約されてくる。過剰の実態に反してそれが政策的に否定
されているわけである。そこで所得補償機能と需給調整機能の並存に破
綻の兆しが明瞭になり，ギリギリの折衷が模索されるようになる。穀物
価格政策はこうして次第に所得補償的価格政策として極限を迎える局面
に近づいていく。間接所得補償のあり方が鋭く問われる最終局面が訪れ
る。 1988年 2月に合意される穀物スタピライザー制度への改変がその究
極的な試みであった。
穀物スタビライザー制度は最大生産保証限度数量枠を基準にしてそれ
を凌駕した場合凌駕分に按分比例して政策価格の自動的引き下げと可変
賦課金の自動的徴収につながる混合価格引き下げシステムである。穀物
価格政策は再び農相理事会での折衝を排除する自動的引き下げ発動シス
テムに復帰した。これに買い入れ介入価格の引き下げと基本賦課金の恒
常的徴収が加わるので価格引き下げシステムとしては例のないほど整備
された内容となっている。それはかつての改変の新機軸とされたものを
価格引き下げの発動要素として内生化している点でオムニパス形態の特
質を帯ぴており， EUパッチワーク・プラグマテイズムの集大成として
の性格を示している。そのうえ，この制度は需給調整の部分的代位の手
段として直接的な供給制限策であるセット・アサイド措置を内包してい
る。間接的な供給制限策と同時に直接的な供給制限策を並立させている
点はこの制度の最大の特質である。穀物価格政策は自らの延命のために
ついに直接的な供給制限策を取り込まざるをえないほど追い込まれたこ
とになる。その意味において穀物価格政策は現状の所得補償機能と需給
調整機能とのギリギリの折り合いを迫られる極限形態に到達したといっ
てよい。
穀物スタピライザー制度は対症療法的な改変の積み増しの究極的な形
態にほかならなかった。それは価格引き下げのドラスティックな引き下
げを回避する最後の手段であった。したがって，それから先の改変はそ 
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うした極限形態からの屈曲ということにならざるをえない。その点でマ
クシャリー農政改革は価格政策の屈曲であり，対症療法とは歴史的な一
線を画す抜本的な改変である。すなわち，所得補償的価格政策の歴史的
限界を経済的に承認するという意味での画期的改変であった。それは 
CAPの歴史において文字どおり政策価格のドラスティックな引き下げ
に初めて踏み切った改変である。したがって，この改変にはドラス
ティックな価格引き下げによる所得損失を補償する所得激変緩和措置と
しての直接所得支払いが表裏一体の関係で連動している。それも過去の
年度を基準にした価格支持からの決別である。ここに間接所得補償から
直接所得補償への移行がなされたわけである。価格支持と現実の生産と
のデカップルが選択された。さらに所得激変緩和措置としての直接所得
支払いの交付に際してはセット・アサイド措置への参加が条件づけられ
る。セット・アサイド措置は穀物スタピライザー制度下の任意性から強
制的性格に変化した。生産性の高い耕作圏からの農民の一時的な撤退が
事実上強制されたのである。
このような所得補償的価格政策からの歴史的決別は先に指摘した 
CAPへの巨大な外圧のなかで実施に移された。すなわち，マクシャ
リー農政改革は対内的に深刻化する過剰の激化と財政支出危機に促され
ながら，外圧をパネにした価格政策の改変であった。外圧を利用して巧
妙に仕組まれた改変劇にほかならず，それはCAPの解体を目指すアメ
リカを出し抜いてウルグアイ・ラウンド農業交渉の主導権を握ろうとす
るEUのしたたかな農業戦略であった。 1992年11月のブレア・ハウス合
意においてアメリカの不足払い制度とともにマクシャリー農政改革が価
格支持の是正対象から暫時免除される「ブルー・ボックス」入りする妥
協はEUのこうした柔軟でしなやかな政策スタンスから導かれたもので
あった。この意味でもマクシャリー農政改革の成功は明らかであった。
実利のある改変を物の見事に実現したことになる。このように，マク 
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シャリー農政改革は制度運営の骨髄をなした間接所得補償にもとづく
カップリングから永遠に離れる，もはや後戻りできない途に決定的に舵
を切った。直接所得支払い制度が価格政策の不可欠な一環に包摂され，
価格政策自身は価格変動防止に特化するセーフテイ・ネット機能に簡素
化する第一歩を踏み出したのである。 1999年のアジェンダ2000農政改革， 
2003年のフィシュラー農政改革に連なる政策方向が切り聞かれた。それ
はSPSに端的に示されるような絶えざる改革継続の過程にほかならな
かった。この点でまさしくボンド・スキームはその論理的な進化 (a 
logical evolution)だとみなされているのである9)。 
1.1.2 直接所得支払いと部分的デカップリング
マクシャリー農政改革においてもうひとつ特筆されなければならない
のは，デカップリング政策の登場である。強制的セット・アサイド措置
は生産と価格支持のカップルされた方式からみれば，そうした結びつき
を除去して直接所得支払いに移行し，生産からの一部撤退を内容とする
点で過剰対策的なデカップリング政策にほかならない10)。価格支持と生
産のデカップリングだけでなく，農地の一部の生産からの分離という意
味でもデカップリングなのである。間接所得支持が廃止されるうえに減
反政策の間接的強制による生産刺激の大幅な減殺が意図されているわけ
である。
この場合，直接所得支払いはすでに論じたように過去の実績に照らし
て当該指定地域における平均単収の趨勢，生産者の基準面積がベースと
なって算定される。支払い単価も 1989/90年度の買い入れ介入価格と改
変システムの指標価格一これは1994年のマラケシュ合意により消滅する
ので， 1995年7月から完全に形式価格となり，生産とはまったく関連性 
9) Swinbank and Tangermann (2004)，p. 59 (訳書， 82-83頁). 
10)以下の叙述については，古内 (2006)，183-188，203-204，220-221頁を参照
のこと。 
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のない基準価格となったーの差から導かれる一律レートとなっており，
この点で直接所得支払いは現実の生産の多寡とは切り離されている。そ
うした特質から判断すれば， EUの直接所得支払いは現実の生産水準と
関連する不足払い制度とは異なる。こうした性格を有する直接所得支払
いがセット・アサイドの応募者に交付されるのであるから，二重の意味
でデカップリングーそれはまもなく触れるように，あくまで部分的であ
るがーということになる。
ただし，次の点に留意する必要がある。すなわち，セット・アサイド
応募者には休耕補償金が支給されるので，上述の直接所得支払いは所得
激変緩和措置として生産された穀物に対する所得支払いとなる。した
がって，セット・アサイドに対する支払いなのか 生産された穀物への
支払い一生産補助金ーなのか厳密に区別することはできない。過去の実
績とはいえ，生産者の基準面積自体は現在の作付面積と遠く隔たってい
るとは考えられないから 価格引き下げに伴う所得補償は生産性の高い
上層ほど増える仕組みであることはいうまでもない。この意味では，生
産から完全に切り離されたとはいえない側面を残している。牛肉・仔牛
肉に対する頭数支払いにおいてもこの事情は変わらない。マクシャリー
農政改革はこうして部分的デカップリングとして規定されるのが妥当な
のである。今これをマクシャリー農政改革的要素と呼んでおくと，欧州
委員会は2003年のフィシュラー農政改革におけるSPSの実施に関連して
そうした要素の温存を部分的デカップリングと指摘していた11)。こうし
た文脈からもマクシャリー農政改革が部分的デカップリングと形容され
る所以が理解される。
デカップリングは本来的に定義が暖昧で，必ずしもそれがどのような
ものであるかについて意見の一致があるわけで、はない。現実の生産水準 
1) European Commission (2005)，p. 28. 
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と切り離された保護措置というのが最大公約数的な理解である。した
がって，その暖昧さを厳しく審査する方向でみれば， EUの直接所得支
払いはデカップリングではないということになるし，やや甘くみれば，
支払い単価算定に窺われる現実の生産との関連の欠如およびセット・ア
サイドによる生産からの撤退の点において当然積極的なデカップリング
ということになる。 OECD報告書は，この点に関して現在，過去，未来
の生産水準や生産要素にまったく関係のない純然たる (pure)直接所
得支払いとは別に「経済的に歪みの小さいJ (less economically-distort-
ing)直接所得支払いがあるとし， OECD加盟国はいま指摘した広い範
曙で直接所得支払いをとらえることが一般的だと把握していたので，こ
の当時最大公約数的な理解が望ましいとする弾力的な考え方をしていた
と思われる。
実際， EUの直接所得支払いは，ウルグアイ・ラウンド農業交渉が暗
礁に乗り上げた後の1991年12月に調停案として出されてきたドンケル案
において，ともに価格支持削減の対象となる「グリーン・ボックス」に
含まれないとされたアメリカの不足払いよりは現実の生産水準と切り離
されているのである。しかし， Iグリーン・ボックスJ入りの問題につ
いてはアメリカとEUの利害は一致しており， 1992年11月20日のブレ
ア・ハウス合意でいずれも「デカップルされた(生産にもとづかない)
支払いjとの理解に達し，価格支持削減が執行猶予的に免除される「ブ
ルー・ボックスJ入りが合意されたことはすでに述べたとおりである。 
EUの直接所得支払いは部分的デカップリングとの規定が適切な面を示
していたとはいえ，当時におけるデカップリングの動きのなかで相応の
先進性をみせていたのは確かであった。
それゆえ，相対的にいって， EUの直接所得支払いがデカップリング
にふさわしい内容を有していたとはいえるであろう。こうした方向は 
1980年代以降， OECDにおいて活発に議論され始め，次第に農政の国際 
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的な主潮流になってきたものである。すなわち 「価格を所得政策の手
段として用いることはきわめて拙劣で、あり J，rデカップリングによれば
農民への直接所得政策をとくに弱い階層に向けることができるが，他方
全面的に価格操作に依存した所得政策では弱い階層には最小の便益しか
与えられないJことがはっきりしてきたのであり， EUの直接所得支払
いはこの問題に応えうる性質を帯びていたのである。部分的デカップリ
ングというのも定義の厳格化の後知恵で出された側面がないではない。 
EUの直接所得支払い制度に関しては当時の目線と今日的な目線の双方
から検討する必要があろう。
政策価格から所得補償機能が分離され，生産中立的な所得補償がこう
して実施に移されることになったわけであるが その場合休耕による生
産の撤退が支給条件とされ 20ha以上の階層における高収量地の一部
が耕作圏から除外されることは先に指摘したとおりである。いわば，適
地適作原則を曲げて過剰対策的なデカップリングが登場してきたのであ
る。直接所得支払いも休耕補償金もこの点でみれば生産撤退ないし生
産排除の見返り交付金ともいうべき性格をもつことになろう。相対的に
低収量地を耕作圏にとどめ，高収量地を部分的にそこから引き離そうと
する過剰対策的なデカップリングは農村社会維持の観点からいえば，合
理的な側面をもっているが， EU型デカップリング政策と評価される条
件不利地域対策の平衡給付金制度と違い，地域政策としての積極的内容
をもたない。それはあくまで過剰対策の変種の一つでしかなく，受動的
なものにとどまる。したがって，そのままではEU農業の本格的再編につ
ながるものではない。そこにこの部分的デカップリングの問題点が潜ん
でいる。
しかし， 1980年代から今日の改変に至る経過のなかで問われているの
は， r産業としての農業がいかに再生し，生活の場としての農村がいか
に自立化していくのかjといった長期的かっ本格的な再編問題である。 
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この問題は時間稼ぎの発想では済まない。いわば，環境問題をも含めて，
かつてとは比べものにならないほど生産政策，構造政策，地域政策の展
開が必要とされている。これは単なるレトリックではなく，避けては通
れぬ具体的かつ現実的な問題である。農家の担い手問題と地域農業(農
政)，そして定着の問題がクローズ・アップされてくる。こうした今日
的な課題に過剰対策的なデカップリングが何ら積極的に寄与するもので
ないことは明らかであろう。これはセット・アサイド措置の経過的・過
渡的性格からして当然のことである。それにもかかわらず，耕作放棄地
予備軍と化す方向を回避し，また単なる土壌保全的な休耕の長期化とい
う難点を解消する手立てが模索されねばならない。
このように考えれば，休耕地を営農主体の意欲低下を防ぐために先の
生産政策，構造政策，地域政策と有機的に結びつくような形での土地利
用再編対策が必要となる。それは地域の合意に立ちながら地域農業の組
織化につながるような農地利用計画でなければなるまい。農村社会の維
持を多面的に支えうる総合的なデカップリング政策への転換が奥深いと
ころで要請されているのである。この点において 「デカップリング政
策が，長期的な調整の一助となるように意図される構造政策を含むjも
のとなるのは，当然の帰結であった。
そこでさらに問われるのは 土地利用再編対策を一環として推進され
る総合的なデカップリング政策が，価格政策のつきつめた合理化の帰結
としてEUレベルでの展開を不可欠にし 条件不利地域対策とは枠組み
を異にするが，これまで個々別々に実施されてきた早期引退の補償計画，
環境保全政策と抱き合わせの社会政策的援助といった非価格政策と結び
っくものでなくてはならないことである。たとえば，穀作適地の取り込
みは条件良好地域の耕作圏からの締め出しにほかならないから，有効な
農地利用再編や畑作農業再編をも含む地域政策を要請せずにはおかない。
以上の脈絡において，今回の改変の背後には歴史的岐路に立たされる 
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EU農業の再編という課題があり，改変自体がそうした課題に立ち至る
軌跡を描かざるをえないのである。したがって重要なのは，以上の「多
様な措置を価格・市場政策とどのように効率的にバランスさせ，全体と
して体系的に編成していくか」ということであった。減反政策を実施す
るなら各国レベルの方がましだとする「ー固化回帰J(renationalization) 
の政策判断が出てくることも避けられないのでこの点への配慮は実は欠
かせなかったのである。価格政策の歴史的改変を契機にしてEU農村社
会の将来的展望を見据える，畑作農業再編対策や地域農業確立対策のよ
うな長期的施策についての具体的な目標設定が不可欠であったろう。価
格政策の抜本的な再編がなされてもEU農業の本格的な再編，再生につ
ながらないのでは意味はないからである。
農村開発政策はこのような背景の下にCAPの第 2の柱としてアジェ
ンダ2000農政改革に組み込まれてくるが ここでの問題関心にひきつけ
ていえば，部分的デカップリングでは上述の目標実現には強い縛りがか
けられており，そのままで実行される余地が少ない点が指摘される。た
とえば，セット・アサイドに伴う生産からの撤退については個別農家ご
との零細な規模にとどまらざるをえず 団地化も限られている。長期的
施策にはやはり不向きなのである。農地利用からの分離は不十分となる
ほかない。部分的デカップリングが切り開いた政策地平は大いに評価さ
るべきだとしても，その具体的な実施となると限界がみえる。アジェン
ダ2000農政改革では価格支持と生産の関連が一層希薄になる意味で部分
的デカップリングは進捗するものの，部分的デカップリングの持外に農
村開発政策が構想されてくるのもこの点に起因しよう。両者をつなぎ合
わせる方途がいわゆるモジ、ユレーション(減額調整措置)であった。 
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1.2 マクシャリー農政改革前夜におけるボンド・スキームの内容 
-8.タンガーマンの所説とデンマーク提案の頓挫-
1.2.1 S.タンガーマンの所説
タンガーマンのボンド・スキーム構想、は欧州議会の「土地利用・食糧
政策インターグループJ(Land Use and Food Policy Inter-Group，以下 
LUFPIGと略記)報告の形をとって1990年11月に出されてきた。このグ
ループは欧州議会の主要な委員会メンバーと 6つの最大の政治グループ
で構成されており 6人の著名な農業・環境経済学者にCAPの行方に
ついて報告を提出するよう依頼し，タンガーマンはその報告のなかで直
接所得支払い制度に関してボンド・スキームという極めて先駆的な提案
をおこなったのである12)。この報告はのちに].Marsh et al. (1991) と
して商業出版され，タンガーマンの所説もそれに収録されたω。1.2. 2 
で考察するマクシャリー農政改革案に関する検討時にそれに対する対案
として出されたデンマークのボンド・スキーム提案も意識的あるいは無
意識的にタンガーマンの構想に影響された側面があったと考えられてい
る14)。
すでに述べたように，マクシャリー農政改革は価格支持と生産の分離
(価格政策と所得政策の区別)に着手し，直接所得支払い制度への途を
切り開いたが，すでに改革に先立つおよそ l年半前に直接所得支払い制 
12)残念ながら，タンガーマンの原文を参照することはできなかった。ただし，
そのサマリーについては House of Lords Select Committee on the Euro-
pean Communities (1991)，Appendix 4でみることができる。なお， LUFPIG 
報告を担当した 6人の学者については，末尾のタンガーマン論文を収録した
文献を参照のこと。 
13) Tangerman (1991)，pp. 93-101.以下の叙述はこの論文にもとづく。なお本文
のなかに出てくる逓減性については，タンガーマンは農場規模が大きくなる
につれて補償水準が低下し，小規模農家だけが全額補償を受ける可能性を示
すためにdegressivityを用いているとの説明がなされている。 Little，Knapp， 
). 4頁注71(訳書，note 4 ，p. 50，Sottomayor and Swinbank (2004)
14) Swinbank and Tranter (2004)，p. 170 (訳書， 234頁). 
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度のより徹底した形でのボンド・スキームが提唱されたことは実に注目
に値する出来事であったと考えて差し支えない。本項ではタンガーマン
のボンド・スキームに関する所説に立ち入った検討を加え，その内容を
提示していきたい。その実現性についてはなお好余曲折が予想されるも
のの，今日はるかに現実味を帯びる施策と想定されているボンド・ス
キーム構想を早期的に主張したことは特筆されるべきことであり，最近
の研究動向においてその先見性の評価が次第に浸透しつつあるとはいえ，
タンガーマンの所説を正面から取り上げる作業は研究史をサーベイする
意味において枢要なものといわねばならないからである。
タンガーマンはボンド・スキーム構想、を提唱する1990年11月の時期，
農民はこれまで長いこと過度の価格支持 (excessiveprice support)を
受けてきたと主張し，支持価格引き下げに対して農民が所得補償を受け
取るべきかどうかの問題が浮上すると指摘する。そのうえで彼は支持価
格の引き下げに伴う所得減少は過去の利益 (pastbenefits)の除去とみ
なされるべきであり 新たな不当な負担と位置づけられではならないと
の見解を披漉する。彼は支持価格のヲIき下げが想定より小さいものの，
農民に所得に対する打撃を与えることを認識する。そこで彼は農民が新
たな価格水準への調整期に中長期的に入らざるをえないことを指摘し，
その間農民が所得マイナス分の補償を受けることを事実として踏まえる。
彼は政策環境の変化に対する適応に関する調整コストへの補償がなさ
れるべきであるとの説を展開する。彼の議論の背景にはCAPの価格支
持システムがドラスティックに改変されざるをえないという問題意識が
強く投影されている。その点で彼は所得補償がなされなければ政策変化
に対する農民側の支持が得られるのは困難であると述べたうえで，新し
い政策に農民が適応する期間を橋渡ししていくためにはやはり所得補償
が不可欠で、あると考える。彼の意見では所得補償は何らの前提なしには
なされず，幾つかの基準ないし条件があるとされる。 
68 (68) 

千葉大学経済研究第23巻第 1号 (2008年 6月)
それらを以下に示せば，大略次のとおりとなる。すなわち，①直接所
得支払いは生産および生産要素の投入 (inputuse)からデカップルさ
れるべきであること，②直接所得支払いは限定された期間について実施
されるべきで，補償の永続的な申請は不可能であること，③直接所得支
払いによる所得補償は部分的であるべきで，価格引き下げに伴う所得減
少をすべて補填する必要はないこと，④直接所得支払いは逓減的 (de岨 
gressive)であるべきで，これはこれまでの価格支持の歪みを是正する
もので，所得移転のニーズ政策と形容されるべきであるとし，逓減性が
そうしたニーズ原則に対する「若干の代替性J(a weak substitute)をな
すものであること，の 4点である。
タンガーマンの以上の意見で注目されるのは，第 1に，生産からのデ
カップリングだけでなく 農地からのデカップリングが主張されている
点で二重の意味でのデカップリングであることであり，第 2に，マク
シャリー農政改革において出されてきた「永続的な補償援助」の考え方
と対極的で，時限的な支給期間を想定していることであり，第 3に，所
得補償に当初から厳しいたがを課していることであり，第 4に，これま
でのCAP保護のシステムのなかで農民の20%が保護の80%を受け取っ
ているといわれる均衡を失した所得移転の弊害を除去しようとしている
ことである。大規模層に薄く 小規模層に厚い手当てが提案されている
わけで，その点ではモジュレーションの内部化が目指されているのであ
る。デカップリングの中身も徹底している。これが文字どおり実施に移
されれば，完全なデカップリングとなる。この意見だけをみても，タン
ガーマンの構想、がいかに草新的で新機軸性といわれる内実を帯びていた
ことは明らかであろう。むろん，彼の構想、の革新性はこれだけにとどま
らない。ボンド・スキームの真骨頂がまだ控えているからである。次に
それについて検討していこう。
彼が考察するのは直接所得支払いの方法である。彼はこの点に関して 
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資本額アプローチ (thecapital sum approach)を提案する。とくに支
払い総額を前もって決定したうえでの一回での資本額 (onecapital 
sum)の支払いを提起している。資本額アプローチのメリットとして彼
が主張するのは，①調整期間が終了に向かうにつれて年次支払いを放棄
することは困難になり，補償の永続化は妥当ではないから，資本額の支
払いはこの困難を伴わずに済むこと，②支払い額についての議論があり，
年次でなされれば議論が終わらないが資本額アプローチは農民にとっ
て安全で、あること ③資本額支払いは明確にデカップリング的性格を有
すること，④資本額支払いによる農民の職業的適応の容易さが明らかで
あること，の 4点である。ここで彼が補償の永続化を避け，と同時に農
民の他の就業機会に対する余地の拡がりを考えていることが注目されよ
う。ある種の農村開発-アジェンダ2000農政改革に取り込まれる農村開
発政策と直接的な関連をもたないことは後に触れるーに連続する側面が
ここには苧まれている。
他方，資本額アプローチのデメリットとして彼が挙げるのは，一時的
になされた場合の財政支出の増大である。これはもっぱら一回での資本
額支払いに関わる問題であろう。そこで彼は資本額支払いの「特殊魅力
的な変種J(a particularly attractive variant)が考慮されうるとし，一
定期間，たとえば15年間 あらかじめ決められた額をボンドとして発行
することを提唱している。農民がボンドを所有するか，あるいはまた，
売却するかはまったく自由である。他の証券と同じようにこのボンドの
市場価格も形成されることになる。現在の所得で十分やり繰りできると
思う農民はボンドを保有し，農業にこだわることなく投資をおこないた
いと考える農民はボンドを売却するというのが彼の基本的な主張点であ
る。支払いの期限については， 15年を例としているが，大体15年から20
年間を想定している。そこで農民に発行されるボンドは保有者にこの期
間年次払いで与えられることになる。ボンドの額は最近の基準時期 (re-
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cent reference period)の農場あたりの販売額にもとづいで基準支払い
されるとしている。
タンガーマンの考えで、は小規模層への完全な補償と大規模層への60%
の補償が見込まれており，商業的農業を営む農民に対する年次支払額は
この当時のEC12カ国を対象として71億ECU，すべての農家を含めれば 
100億ECUとなると推定されている。支払いは価格支持の削減で節約し
た分でなされると主張されている。 J.マーシュによれば，補償支払い
は最近の基準時期にもとづいて所得の15%である。いずれにせよ，年次
支払いであれば，先に指摘した一回での支払いで生じるような財政支出
の問題は相対的に後景に退くことになるので この点ではボンド・ス
キームは経済的合理性を有していよう。ただし，彼は15年から20年間の
限定された支払い期間の決定に関して，それは経済的な問題ではなく，
あくまでも政治的問題にすぎないとしている。そのなかで彼が推奨する
のが15年間という時期であることは先に指摘したとおりである。
以上の概要からみても，タンガーマンのボンド・スキーム構想、とマク
シャリー農政改革との違いは明白であろう。タンガーマンの所説に比較
すると，いやおうなしにマクシャリー農政改革の中庸性が目立ってくる。
高価格支持システムモデルからの歴史的決別の点では両者は同じ土俵に
立ちながら，構想されている内容ははるかにかけ離れている。ここにボ
ンド・スキーム構想、の独自性がある。その点を価格政策とセット・アサ
イド措置とをとくに関連させて考察してみよう。
タンガーマンの所説においてはボンド・スキーム下の価格政策がどの
ようなものであるかについて明示的な説明はない。しかし，ボンド・ス
キーム構想、における価格政策はこれまでに述べてきた内容から容易に推
察されるように，もはや所得維持の手段としてではなく，あくまでセー
フテイ・ネットの機能を有するものと位置づけられている15)。いわば，
価格政策の徹底的な簡素化が意図されているのである。市場原理に全面 
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的に委ねるのではなく，市場原理の活用が基本的内容となっているので
あり，構想、の趣旨からいってこれは当然である。価格政策の全廃が主張
されているわけではない。穀物などの農産物を市場メカニズムに全面的
にコミットさせれば価格変動のリスクに直接さらすことになる。どのよ
うな改変であれ，価格変動防止機能としての価格政策は必要不可欠であ
る。したがって，セーフテイ・ネット機能としての価格政策の存在は自
明の理といわねばならない。この点ではマクシャリー農政改革と同様で
あり，走るべき方向は一致している。ただし，その方向性の徹底という
意味ではボンド・スキームに軍配を上げざるをえないであろう。
セット・アサイド措置についてはどうか。マクシャリー農政改革にお
いてセット・アサイドは経過的措置ながら供給削減効果を果たすものと
して期待されている。直接的な供給制限策としては穀物スタピライザー
制度下におけるパイロット事業から脱皮して本格的な事業となる。した
がって，穀物スタピライザー制度における需給調整の部分的代位の手段
から需給調整の 2本柱のーっとして格上げされているのである。生産制
限という役割ががっちりと組み込まれているわけである。ボンド・ス
キーム構想においてはセット・アサイド措置の余地はない。農地からデ
カップルされるからである。ボンド・スキーム構想、では農民は農業に従
事することも他の事業機会に展開するのもすべて自由である。経営への
干渉はない。その意味では生産の自由化がボンド・スキームから導かれ
る帰結である。経過的措置としてのセット・アサイドはそもそも成り立
ちえようがないといってよい。別の角度からみると マクシャリー農政
改革では価格引き下げがドラスティックになされるものの，セット・ア
サイド措置が過剰対策としてピルト・インされるために価格引き下げに
なお余地を残すことになる。 1999年3月のアジェンダ2000農政改革にお 
15) Daugbjerg (2004)，p. 100 (訳書， 140頁). 
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いて第 2弾の価格引き下げが実施される事実がそのことを証明した。ボ
ンド・スキームではその種の課題はクリアされているから，価格政策の
セーフテイ・ネット機能への純化が速やかになされることになると考え
て差し支えない。この点がボンド・スキームとマクシャリー農政改革と
まったく相違する所である。 
1.2. 2 デンマークのボンド・スキーム提案とその頓挫 
1991年11月18日から19日の農相理事会においてデンマーク農相テルネ
ス (LauritsTornas)はEC委員会のマクシャリー農政改革案への対案
として穀物，油糧種子，蛋白質作物の耕種作物に関するボンド・スキー
ムの提案をおこなった。厳密にいえば マクシャリー農政改革は畜産・
酪農品を含む包括パッケージ案であるから，そこから判断するとボン
ド・スキーム案は部分的対案であったことになる。ただし，農政改革の
核心を衝く内容であったことはまもなく述べるとおりである。いずれに
せよ，この事実はこれまであまり知られてこなかったし，十分な議論の
対象となってこなかった。この事実を扱った研究としては， Daugbjerg 
(2004)があるだけである16)。本項ではこの研究に依拠しつつ，デンマー
クのボンド・スキーム提案を取り上げ そこで結局はその提案が採択さ
れずに頓挫し，マクシャリー農政改革がCAP改革の本流となっていく
経緯を辿っていく。
デンマークのボンド・スキーム提案は直接的には穀物政策価格の引き
下げに関連してなされた17)。したがって，ボンド・スキーム提案が穀物
価格政策のあり方と密接に連動していたことは明らかである。これはマ
クシャリー農政改革の焦点が対外的には穀物貿易摩擦の打開への模索に
現れたように，穀物価格政策の抜本的な改変にあったことの裏返しの現 
16)この他に， Daugbjerg (2003)の研究も挙げられる。
 
17) Daugbjerg (2003). p. 427. 
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象にほかならない。デンマークのボンド・スキーム提案は面積支払いに
対する代替的な選択肢として穀作農民に市場条件への適応を促すことを
提示した構想だったのである。面積支払いが部分的デカップリングでし
かなく，生産補助金的性格を濃厚に有していたために，大胆に穀物価格
政策を改変してマクシャリー農政改革のように減反政策を内生化させな
い急進的な改革案としてボンド・スキームが提示された。それはすでに
論じたように，タンガーマンのボンド・スキーム構想の影響を直接，間
接に受ける形での完全なデカップリング案であった。事実，デンマーク
のボンド・スキーム提案は マクシャリー農政改革では所得補償が現世
代からたとえば農場を購入した将来の世代に受け継がれることになるの
で土地価格が維持されるか，あるいはまた引き上がるかして農業生産活
動の参入を活発化させることにならず，競争的な農業のための市場条件
への適応を欠く現状維持の状態が持続する結果として長期的に農民の所
得問題が解決されることはないと指摘していた18)。このように，ボン
ド・スキーム提案ではボンドはあくまで現時点において営農活動してい
る農民に支給されるものである。そこには逓減性の原則があったものと
推測される。
これに対して，マクシャリー農政改革下での穀物価格政策の改変は文
字どおり究極の過剰対策としての性格が鮮明であり，過剰対策に関する
かぎり，ボンド・スキームは必ずしも透明ではなかった。生産への刺激
が作用しなくなるという意味で予定調和的に需給安定に結びつくものと
想定されているのである。すなわち，マクシャリー農政改革の方が人為
的であるものの，現実適合的な施策とみなされたわけである。タンガー
マンのボンド・スキーム構想という前史を有していたとはいえ，それは
あくまでたった 1年前のものでしかなく，ボンド・スキーム提案は「奇 
18) Daugbjerg (2004). p. 95 (訳書， 132頁). 
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抜でわからないJ(novel and unknown)ゆ)といわれたように，認知度が
致命的に低く物珍しささえあった。ただし，間違いなく「グリーン・
ボックス」入りするのでボンド・スキーム提案がCAPの解体を執劫に
追求するアメリカの農業戦略を完全に出し抜き，逆にアメリカに改変を
鋭く迫る内容を有していたことはここで留意されてよい。
それにもかかわらず，ボンド・スキームが提案された時，マクシャ
リー農政改草はすでに 2年の歳月を経過して検討が続けられていた。す
なわち，当時のEC委員会委員長ドロール(Jacques Delors)は1989年
に入って早々CAPの改革が必要だと認識し，これを受けて同年 1月農
業担当EC委員会委員に就任したマクシャリー (RayMacSharry)は直
ちに改革の作業に着手したほどすばやい対応をとっていたのである20)。
そして 1月からマクシャリーを長とする小チームが来るCAP改革案の
作業を開始する。その作業は当初秘密裏に進められ，農業総局内部にお
いてさえ知られないほど着々と事が運ばれた21)0 1990年10月にはウルグ
アイ・ラウンド農業交渉におけるオファーに向けた合意づくりのために 
EC委員会はマクシャリー改革案の概要を明らかにした。そして， 12月
にはマクシャリー農政改革の要諦はほぼ整えられたといえるのである。
その用意周到さは比べようのないほどのものだったのである。
つまり，ボンド・スキーム提案のタイミングは上に述べた事実との関
連でいえば，遅すぎたといってよい。もちろん後にも触れるとおり今日
の視点からみると，ボンド・スキームの登場は早すぎたといって差し支
えないが，ことマクシャリー農政改革の対案としてはタイミングがあま
りにずれていた。加えて 一定期間後の直接支払い制度の廃止やボン
ド・スキームが招きかねない各国ごとの裁量性に起因するCAPの「一 
19) Daugbjerg and Swinbank (2004)，p. 113. 
20) Swinbank (2004)，p. 5 (訳書， 5頁). 
21) Swinbank (2004)，p. 5 (訳書， 5頁)• 
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固化回帰Jについても深刻な懸念が表明された。たとえば， ドロールは
ボンド・スキームによるCAPのー固化回帰を恐れていたといわれる22)。
また， EU最大の農業利害団体である農業者組織委員会 (Comitedes Or-
ganisations Professionelles Agricoles，通称COPA) も漸進的な対応が
せいぜいのスタンスとの立場を採っていたためにボンド・スキーム提案
に将来における支持の廃止の点で強い懐疑心を表明していた23)。
これらの要因が重なり合ったためにボンド・スキーム提案は農相理事
会において真剣に受け止められず EC委員会により立ち入った吟味の
対象になったとはいっても議論として深められる審議の対象とはならな
かった。それと比較すれば，マクシャリー農政改革案は幅広い共鳴を呼
び起こし，最重要な検討対象となっていた。ボンド・スキーム提案はこ
のように当初苧んでいたハンデイキャップを克服する要素を欠いていた
といわざるをえない。提出の遅れと内容の急進性は後にオランダの社会
経済評議会により指摘された刻。もっとも ボンド・スキーム提案はイ
ギリス，オランダ，ベルギーからの支持を獲得した。決して浮いた存在
ではなかったのである。これらの国々は総じて農政改革に関して急進的
な改革派といわれる国々であったから当然の反応だったといえる。これ
らの国々は農相理事会でマクシャリー農政改革を否決する阻止少数 (a 
blocking minority)を形成したが，驚くべきことに提案国であるデン
マークを始めとしてボンド・スキーム提案をまとめる根回しを十分おこ
なうことはなかった。その連携は決して強固なものではなかったのであ
る。しかも，イギリスと並んで農政改革の帰趨に大きな影響力をもっプ
レーヤーとなっているフランスもドイツもボンド活用の提案には支持を
与えなかった25)。当時このことは決定的であったといってよい。 
22) Daugbjerg (2004)，p. 101 (訳書， 142頁). 
23) Daugbjerg (2003)，p. 429. 
24) Sociaal-Economische Raad (2006)，pp. 20ー21. 
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それに対してマクシャリー農政改革案はすでに政治的な勢いを有して
おり，農業政策立案者の心を深く捉えていた。すなわち，その他の多く
の国々はマクシャリー農政改革が議論の中心であるとの考えに染まって
おり，それらの国々にとっての問題関心は，間接所得補償から直接所得
補償への歴史的シフトが不可避となっているなかで既存の水準における
農業支持を維持する点にあった。支持を取り払うことは問題外であった。
直接所得支払い制度に歴史的に着手しようとする矢先に，その廃止を前
提とする制度の導入にほかならないボンド・スキームとの政策的距離は
天と地ほどの差があったといってよい26)。こうして，全体して農相理事
会が「穏健な改革J(moderate reform) に落着させようとした27)裏返
しとしてデンマークのボンド・スキーム提案は魅力の薄い選択肢としか
考えられなかった。その結果デンマーク提案は限定された，しかも結束
力の弱い支持を受けるにとどまり，マクシャリー農政改革案に圧倒的に
押し切られる形で脇に追いやられることになった。しかし，この経緯自
体がCAPの歴史から消えることはない。それがせめてもの救いであっ
たといえよう。先にも言及したように，欧州委員会がボンド・スキーム
を政策選択肢として認知し，財政的支援をおこなって委託研究を推進す
るのはその何よりの証左である。 
1.2. 3 早すぎたボンド・スキームの登場
タンガーマンのボンド・スキーム構想、は前項で述べたように，デン
マークのボンド・スキーム提案にその影響を見出したが，ボンド・ス
キームの波紋はそれだけに尽きるものではなかった。本項ではどのよう
な波紋が投げかけられたかについて論じ，改めてこの構想が当時の農政
環境のなかで早すぎる登場を示したか確認していきたい。 
25) Daugbjerg (2004)，p. 103 (訳書， 145頁)• 
26) Daugbjerg (2004)，p. 103 (訳書， 145頁)• 
27) Daugbjerg (2003)，p. 431. 
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ボンド・スキーム構想、を真正面から受け止めたのがブリタン (Leon 
Brittan)であった。ブリタンは1974年にイギリスの保守党下院議員に
なったのを皮切りに政治経歴をスタートさせ， 1980年代に大蔵筆頭相，
内務相，貿易産業相を相次いで歴任した後に1989年にEC委員会副委員
長に就任し，競争政策・金融機関，通商政策担当として活躍した。 1999
年まで副委員長の要職を務めた人物である。タンガーマンのボンド・ス
キーム構想、に彼が注目するのには農政改革急進派であるイギリスの立場
が投影されている事実を見逃すわけにはいかないが， EC委員会副委員
長としての見解もまた同等に反映されているとみて間違いなかろう。ブ
リタンはボンド・スキームに関してどのような理解を示したのか28)。
彼は1992年のマクシャリー農政改革が直接所得援助を主たる推進軸と
しているとみているが，この直接所得援助はこれまでの生産補助金と同
様に永続的に交付され続けるのか，かつて以上に人為的なシステムをそ
れにより創り出そうとしていないのか，農村への都市のノスタルジアを
満足させるために土地を耕作する博物館の館長にヨーロッパの農民を変
える一自然や景観の管理人としての農民の役割重視を背景とする営農活
動への制約ないし事実上のその制限(筆者)-危険を冒さないのか，ま
た過剰生産に対して支払いがおこなわれることによって少なくとも農民
はヨーロッパのために富を創り出していると感じているとの問題提起を
する。そしてこれらのジレンマに取り組むために代替案が考えられる必
要があるとする。直接所得援助について彼は農民が土地から離れざるを
えない不幸な日々を先送りしているだけにすぎないとするリスクがある
としたうえで急進的でありながら現実的な解決を必要とすることを認め，
所得援助が永続的になされるのではなく 農民が違った職種で、違った生
活を送るために農業資産を取引する手段が与えられなければならないと 
28)以下の叙述については， Brittan (1994)，pp. 129-130を参照のこと。 Cf.Little， 
Knapp，Sottomayor and Swinbank (2004)，pp. 46-47 (訳書， 65-66頁)• 
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主張する。そこで，彼はタンガーマンが所得援助の「販売しうるボンド」 
(a saleable ‘bond' )の形態で所得援助が農民に向かう途を提示したこ
とを引き合いに出してそのようなボンドは経済的，心理的に健全な影響
を与えると位置づける。
そうした位置づけにもとづいて彼は援助が期限っきで農民が新しい
キャリアを積むような刺激になるとし，コスト的にはかさむが，一回か
ぎりのまとまった額で将来の支持システムによる財政支出の増大を終罵
させ，生産に新たな刺激を与えないと指摘するのに続けて「タンガーマ
の購入，販売により土地価格の低Tangermann bond') (‘Jン・ボンド
下を招いて農業生産の活力ある領域で新しい農民が経営を開始する途を
切り開くと強調する。彼が「タンガーマン・ボンド」とボンドを形容す
る点にボンド・スキーム構想への並々ならぬ共鳴が表明されていると考
えられよう。
ブリタンは先にも述べたようにイギリス出身だが， 1990年代において
市場統合と通貨統合，二度にわたる大規模な農政改革といった激変只中
にあるEU経済を生き， ドロール等とともにそれを導いた人物として
ヨーロッパ的視野で事態を観察している。その彼がタンガーマンのボン
ド・スキーム構想、の斬新性に注目し，熱い期待を寄せた。ボンド・ス
キーム構想の投げかけた波紋が拡がりをみせたかどうかはともかくとし
て，それが決して浅くなかったことをブリタンの見解が明らかにしてい
るのである。
英上院欧州共同体特別委員会(以下，特別委員会と略記)もまた，ボ
ンド・スキーム構想、に多大な関心と興味を抱き，この構想、を考察してい
る29)。特別委員会はマーシュが議長を務めたLUFPIG報告のなかでタン 
29)以下の叙述については， House of Lords Select Committee on the European 
Communities (1991)，pp. 32-33，46を参照のこと。 Cf. Litle，Knapp，Sot-
tomayor and Swinbank (2004)，p. 47 (訳書， 67頁)• 
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ガーマンにより提起された「共同体ボンドJ(a Community bond)の
理念を取り上げ，ボンドの目的は農民に対する価格支持の除去への補償
を可能にし，より競争的な市場条件に農民を適応させることであり，農
民の生産を促進することではないとする。そして，ボンドを受け取る農
民に固定した支払いをおこなうものであると規定する。逓減性に立って 
15-20年の年次支払いを内容とすると紹介したうえでボンド・スキーム
が農民の現世代に焦点を合わせた農政改革の時期を橋渡しする調整援助 
(adjustment aid)であると主張する。
特別委員会は先に指摘した逓減性の観点から大規模農民より小規模農
民が補償されるとし そこには論争の余地があるとの見解を披涯する。
特殊イギリス的な問題関心である。さらに続けてボンド・スキームが完
全なデカップリング，市場歪曲の阻止，非農業活動の多様性の展開に効
果を発揮するという意味において魅力的であるとの認識を得たとの見解
を表明し，農相ガマー(John Gummer)の「巧妙なスキームJ(an ingen-
ious scheme)で「知的魅力に満ちている」との意見を付け加えている。
最後に特別委員会は農相理事会での合意を得ることができるかどうか-
この結末に関しては前項において明らかにした ，費用がかさむといっ
た難点を抱えているが， 1固定された販売しうるボンドJ(the fixed re-
deemable bond)がヨリ急進的な解決であるとして極めて肯定的な判断
を下すのである。
特別委員会は考えてみれば イギリス側の判断である。そこにはブリ
タンと同様に改革急進派であるイギリスの判断が背後に控えていること
が想定されるが， 1991年2月に提出されたEC委員会によるマクシャ
リー農政改革案を概括したリフレクションズ・ペーパー『共通農業政策
の発展と未来』において部分的デカップリングが寄り切ろうとする転換
に対する包括的な議論と検討のなかでわざわざボンド・スキーム構想に
言及し，それにプラスの評価を与えている事実には無視しえない重要性 
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があると考えられる。そこでは有効な選択肢としてのボンド・スキーム
の明瞭な位置づけがなされているからである。これをイギリスの立場に
立った政策判断というだけでは真を逸しよう。それだけボンド・スキー
ムの先駆性が垣間みえていたといってよい。それはマクシャリー農政改
革が従来の施策との断絶 (break)をなすCAPの決定的な節目 (acriti-
cal juncture)であるとの評価が下される30)なかではまさしく早すぎる
登場であったとみなしうるのである。
参考文献 
Anton，].and P. Sckokai (2006)，“The Challenge of Decoupling Agricultural Support"，Euro-
Choice，Volume 5，Issue 3 
Brittan，L. (1994)，Europe. The Europe We Need，London 
Commission of the European Communities (1993)，The Agricultural Situation in the Communi恥 
1992Report，Brussels，Luxembourg 
Daugbjerg，C. (2003)，"Policy feedback and paradigm shift in EU agricultural policy in the 
e妊'ectsof the MacSharry reform on future reform"，Joumal of European Public Policy，vol-
ume 10，number 3，June 
Daugbjerg，C. (2004)，“Why a Bond Scheme was not Adopted in 1992"，in A.Swinbank and 
R.Tranter (edsよABond Scheme for Common Agricultural Policy Rφrm，Wallingford (塩飽
二郎訳 (2006)，rヨーロッパの直接払い制度の変革一証券化をめざして一』社団法人畜産
技術協会) 
Daugbjerg，C. and A.Swinbank (2004)，“The CAP and EU Enlargement:Prospect for an 
Alternative Strategy to Avoid the Lock-in of CAP Support"，Joumal of Common Market 
Studies，Volume 42，Number 1 
European Commission (2005)，The Agricultural Situation in the European Union，2003Report. 
Brussels，Luxembourg 
古内博行 (2006)，rEU穀物価格政策の経済分析』農林統計協会 
，(2006)1.，Garzon Rφrming the Common Agricultural Policy. History of a Paradigm Change， 
30)Kay (2003)，pp. 414-415. 
(81) 81 
直接所得支払いとボンド・スキーム問題(1) 
Basingstoke，New York 
House of Lords Select Committee on the European Communities (1991)，Development and 
Future ofthe Common Agricultural Policy，Session 1990-91，16th Report，Volume I-Report， 
London 
Kay，A.(2003)，“Path dependency and the CAP"，Joumal ofEuropean Public Policy，Volume 
10，Number 3，June 
王 (ω20∞Oω4)，，T. Knapp].，，Little
in A.Swinbank and R.Tran1加，"ぺ:Policy Refoぱ町rmIHnl 叫此 
M. So抗ttωomayorand A.Swi如nbank
ABond Schよeds白(恰 加te町r emlej戸 たul-η orCommon AgriCα
Wa1i，'al Policy Reformωαtωur
証券化をめざして-j社団法人畜産技術協会) 
Sociaal-Economische Raad (2006)，Co-financing ofthe Common Agricultural Policy (abstract) 
Swinbank，A.(2004)，“Direct Payments in the EU and Their Treatment in the WTO"，in 
A.Swinbank and R.Tranter (edsよABond Schemefor Common Agricultural Policy Reform， 
Wa1ingford (塩飽二郎訳 (2006)，rヨーロッパの直接払い制度の改革一証券化をめざし
て一』社団法人畜産技術協会) 
ngford (塩飽二郎訳 (2006)，rヨーロッパの直接払い制度の改革
04)20(包 lter町此and R.TrA.，Swinbank 悶an ∞， 
ura'lPolicy Re.φh初ω 伽rm?η1，Wa11lingfo必凹 ぽrd(塩飽二nej7η附ABond Schよeds(住anlte此此Tr悶 町r 白 舵em戸orCommon A勾grバ，icωul伽，tω
郎訳 (ω20∞引)， r 』社団法人畜産技06 ヨ-ロツパの直接払い制度の改草一証券化をめざして
術協会) 
Swinbank，A.and S. Tangermann (2004)，“A Bond Scheme to Facilitate CAP Reform"，in 
A.Swinbank and R.Tranter (eds.)，A Bond Schemefor Common Agricultural Policy Reform， 
Wa11ingford (塩飽二郎訳 (2006)，rヨーロッパの直接払い制度の改革一証券化をめざし
て一』社団法人畜産技術協会) 
Tangermann， B.，Marsh ]. in，A bond scheme for supporting farm incomes"，“S.(1991)
Green，B. Kearney，L.MahとS.Tangermann，S. Tarditi，The changing role of the common 
agriculturalpolicy: theルtureoffarming in Europe，London and New York 
(2008年3月10日受理) 
82 (82) 

